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　　食肉市場における「基数的効用」および
　　　　　「効用への外的要素寄与率」の計測
The　Measurement　of“the　Cardinal　Utility”，　and“the　Rate　of　the　External
　　　　Factor　Contribution　on　the　Utility”in　the　Meat　Market．
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　水　野　勝　之
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Katsushi　Mizuno
1．はじめに
　消費理論では，効用とそれを説明した効用関数をもとに理論展開が行われるが，実際に効用
の値を推定するには様々な問題が発生する。効用の逓増，逓減を表しえた形でそれを計算する
ことが可能か否かもその問題の一つである。
　まず本稿の特徴の第一として，その効用の逓増，逓減を前提とした上で1），かつ計算の簡易性
を重視した上で，実際に市場の効用計測が可能であることを示す。この方法は，かつて水野
（1995）において，消費全体のマクロデータを利用して紹介したことがある2）。その際には，社
会全体の効用を計算し，それをGNPと比較することにより，経済の伸びと効用の伸びの違いを
明確にすることができた。そのとき利用したのがH．タイルのシステムーワイド・アプローチ
である。ここでの研究を可能にしたのは，このアプローチが効用の逓増・逓減の下でも実証分
析に利用可能であったことである。通常，効用関数の一次同次性を前提にして実証が行われる
が，このシステムーワイド・アプローチを使えば，その一次同次性という強い制約を排して，
より現実的な逓増・逓減の制約下で効用が簡易に計算できることになる（基数的効用）。
　本稿では，水野（1995）のマクロ分野の分析に対して，ひとつひとつの財・サービスの市場
というミクロ分野でも，制約を緩めた形で効用が計算可能であることを示す。そのためにここ
では，食肉市場を取り上げ，その基数的効用の計測を行う。ここ数年食肉市場での変化が著し
い。例えば，91年より牛肉の輸入自由化が実施され，それまで高級とされてきた牛肉が庶民的
なものと位置づけられるようになってきた。その結果，効用に関しても当然変化が想定される。
ここでは，その牛肉を中心とした食肉市場での需要分析を行うことにより，食肉に対する消費
者の効用を計測し，その特徴をとらえていきたい。
1）ここでいう効用の逓減・逓増とは，効用関数が1次同次ではないことを指す。その際，基数的効用の考え方
　が前提となる。
2）そこでは消費の10大費目データを利用して計算を行った。
250 一『明大商学論叢』第80巻　第3・4号 （574）
　また，本稿の第2の特徴は，食肉の効用への外的要素寄与率の計算を行うことである。我々
の効用は経済内的要因のみに影響を受けるわけではない。冷凍技術が発達したり，輸送能力が
拡大したりすれば，鮮度の高い食肉を容易に手にすることができる。これは経済内のシステム
によるものではなく，技術進歩など経済システムの外の要因による。これによって効用の大き
さも影響を受けるのであるから，その大きさを計測する必要が生じてくる。しかしながら従来
の理論ではこうした考え方が前面に出され，しかも実際に計算されるということはほとんどな
かった。本稿では，水野（1995）にて紹介した理論をより一般化し，一次同次でない効用の逓
増・逓減市場においてもこの効用への外的要素寄与率を計測する3）。この一般化により各財の市
場への応用が可能となる。ここでは食肉市場におけるその奇与率を計測する。
　ただし，この理論には序数的効用ではなく，基数的効用の考え方をあてはめなければならな
い。その点，前述のシステムワイド・アプローチが基数的効用に基づく理論であることがここ
でも有効となる。
　以上，第一にμ次同次効用関数における食肉市場の効用の計測，および第二に一般化された
形での効用への外的要素寄与率の計測とによって本稿は特徴づけられる。
II．　CES型効用関数の準備4）
一i5－
P’一・〔q2ql〕
ここで，財は2っとし，第1財の数量と価格をq
上式を利用するには自然対数をとって，
　　1。1h－1。。＋b1。坐
　　　Pi　　　　　　　ql
　まず利用する効用関数はCES型とする。なぜならば，実証可能なμ次同次関数として特定化
可能だからである。CES型効用関数の推定に利用する式は次式である。
　　P2　　　　　　b
　　　　　　　　　　　　　　　　（1）
Pi，第2財の数量と価格をq2，　P2とする。
　　　　　　　　　　　　　　　（1）’
とすれば，最小2乗法を用いてパラメータの推定が行える。
　これらのパラメータとCES型効用関数のパラメータの対応関係をみてみよう。
限界代替率は価格比に等しい。つまり，
3）Diewert．　W（1976）では生産における技術進歩率の計測方法が示されているが，水野（1994）ではそれを
　消費に応用している。ただし，そこでは効用関数に1次同次性を仮定した。
4）ここでの展開はWalsh　，　V．　C．（1970）及び稲葉敏夫・水野勝之（1989）第4章に基づく。
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　　　dqi　＿P2
　　　dq2　Pl
である。したがって（1）式より，
一器一・〔q2ql〕b
が成り立つ。この式より，
　　／－qbldq・一／・qb・dq、
が成り立つことがわかる。これを解けば，
　　－qlb＋’＋、－a　　　　　　　　　　　　　q2b＋l　　　b十1　　　　　　　b十1
を得ることができる。cは定数を表す。この式をcについて書き換えると，
　　　　　1　　　　　　　a　　　　　　　qlb＋1十　　　　　　　q2b＋1C＝　　　　b十1　　　　　　　b十1
を得る。両辺をμ／（b＋1）乗してみよう。その結果
・命一〔、圭1・・b＋1＋、辛1・2b＋・〕詣
となる。ここで
　　　＿　1
　　α一b十1
　　　＿　　a
　　α2　＝＝b十1
　　β＝一　（b十1）
とおいて上式を書き換えてみる。
である。（2）式において左辺は効用を表すとしよう。また，α1とα2については
という制約を付加すれば，α、＝αとおくことにより（2）式は
　　U＝　（αlql一β十α2q2一β）　一μ／β
ただし，
　　　　　⊥　　U＝Cb＋1
　　α1十α2＝1
（2）
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　　　　　　　　　　　　　　　＿Eu＝（αql一β十（1一α）　q2一β）β （3）
と表すことができる。これが2財のときのCES型効用関数である。
　（1）式を推定することにより，（3）式のパラメータが推定できる。ただし，1つだけ推定できな
いパラメータがここに含まれる。それは同次性の次数μである。これが含まれているからこそ
（3）式は基数的効用関数と捉えることができるのであるが，これは前出の（1）式では推定できない。
このパラメータの推定にのみ他の手法が必要となる。それ以外は（1）式を利用すればよい。
　1つだけ（1）式では推定できないパラメータμについて次のことが言える。つまり，q、，　q、を
同一比率で増加させたとき，
　　μ＞1：効用はその比率以上に増加
　　μ＝1：効用は同一比率で増加
　　μ〈1：効用はその比率以下で増加
という効用の特性を表すパラメータである。この値を求めるには，システムーワイド・アプロー
チが必要となる。そのシステムーワイド・アプローチと（3）のCES型効用関数のパラメータの対
応関係を求めれば，システムーワイド・アプローチの式を推定することにより，CES型効用関
数内に含まれる同次性の次数μの値を求めることができる。
III．ヘッセ行列
　システムーワイド・アプローチは後で第4節にて説明するが，それに対応させるためにCES
型効用関数からヘッセ行列を計算しておく必要がある。
　（3）式を利用してヘッセ行列Uを計算すると次のようになる5）。ヘッセ行列の各要素を，u11，
Ul2，　U21，　U22とすれば，
　　　　　　　　　　　　－E－1u11＝一μαql一β一2Aβ　（β十1一α（μ十β）q1一βA－1）
u12＝μ。（1－。）（μ＋β）q1一β一1q、一β一1A－X－2
u21－。。（1－。）（。＋β）q・，一β一・　q、一β一1A÷2
u22－一。。（1－。）q，一β一・A－f－’（β＋・一（・一。）（。＋β）q、一βA－1）
である。2×2の正方行列として求まる。この逆行列を
（4）
5）ここでは水野勝之（1992）第2章を利用している。
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U－・一ﾃ1：1〕　　　　　　　　（・）
という記号で表そう。そのとき，U11，　U　12，　U21，　U22は次のように表される。
　　…－lll｛一・（・一・）・・一・一・A’f－’（β＋・一（1－・）（・＋β）・・一・A－・）｝
　　u12－lll｛一・・（・一・）（・＋β）q・・一・・－1　q・－P－・A’S’2｝
　　・2・－fi、1｛一・・（・一・）（・＋β）q・・一・・一・　q・一・－1A‘X－2｝
　　・22－lll｛一・・q，－P－・A’f’1（β＋1－・（・＋β）・・一・A－i）｝
ここで，
　　A＝αq，一β十（1一α）q2一β
　　IuI：ヘッセ行列Uの行列式
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　みlUl＝μ2（1一μ）α（1一α）（β十1）qr一β一2q2一β一2A一㌃一2
これらを使って，U12／Ull，　U21／U22を計算する。それは次のようになる。
　　u12　　　α（μ十β）q1一β一1q2A－1
　　u　11β十1－（1一α）（μ十β）q2一βA『1
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（6）
　　u21　（1一α）（μ十β）q、q2一β一1A－1
　　u22　　β十1一α（μ十β）q1一βA－l
CES型効用関数から得られたこれらの関係をシステムーワイド・アプローチと対応させること
ができる。
IV．システムーワイド・アプローチ
　次のシステムーワイド・アプローチ式をみてみよう。これは完全競争下での効用最大化から
得られた財の需要方程式を指す6）。そこで，まず，2財のケースのシステムーワイド・アプロー
チの需要方程式をみてみよう。それは次の式で表される。
6）タイルは彼の研究の中でn財のシステムーワイド・アプローチ式を紹介しているが（Theil，　H．（1980　b）
　等を参照），ここではそれを2財について表した。
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w・dl・q1－・・　dl・Q＋iP・，，dl・督＋di・i・dl・｛謡
（578）
w・dl・q・・　・・dl・Q＋di・・，dl・｛鼻＋di・・2・d1・｛釜
ここに含まれる変数とパラメータは以下のようになる。
　Q：ディビジア数量指数
　　dlnQ＝wldlnq1＋w2dlnq2
Wl：第1財のシェア（－P烽凵E所得）
w2：第2財のシェア（＝P2q2）
　　　　　　　　　　　　　y
e，…eg・財の限界シ・ア（∂Plqlﾝy）
聯・財の限界シ・ア（∂P2q2ﾝy）
θi、，θ12，θ21，e22：特定代替効果のパラメータ7）
φ：所得の伸縮性8）
PF：ブリッシュ価格指数
（7）
（8）
dlnPF・＝θ1　dlnp1十θ2dlnp2～一〈9＞
ここでこれらのパラメータの間には次のような関係がある9）。
w1十w2＝1 ⑩
ただし，w1≧0，　w2≧0
θ1十〇2＝1
θエ1十θ12＝θ1
021一畢一〇22＝θ2
θ、2＝e21
（10
（12）
（13）
ao）式とω式はシェアの合計が1であることを表している。⑫式は特定代替効果パラメータの
7）特定代替効果の説明はTheil，　H．（1980　b）にあるが，　Houthakker，　H．　S．（1960）が詳しい。
8）ここでは所得の伸縮性の説明を省くが，Theil，　H．（1980　b）はこの値を一〇．5とおいている。本稿もこれに
　基づき
　　　φ＝－0．5
　とおく。
9）タイルの理論に基づいて水野勝之（1992）第2章でパラメータ制約をまとめてある。
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合計は限界シェアに等しいことを表している。そして⑬式は対称性を表している。
　　　　　　　　　　　　　　　　V．同次性の次数
　いま紹介したシステムーワイド・アプローチからもU12／Ull，　U21／U22を計算してみよう。
θ1、，θ、2，θ2、，θ22の定義から，それらは次のように表される1°）。
　　　　　θ、、φy　　ull＝　　　　　P12λ
　　。・2＿θ・2φy
　　　　　PlP2λ
（14
U21＝θ21φy
　　　　PlP2λ
　　　022diy　U22＝　　　　P22λ
ただし，λは所得の限界効用である。この（14式から，
　u12　Plθ12
　ull　p2θ11
（15）
　　U21　p2021
　　u22　Plθ22
を得る。ところで，P2／P、については限界効用均等法則より，
　　P2　1一αq2一β一1　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（16）　　P1αq1一β一1
が成立している。これを（15）式に代入し，（15）式を（6）式と結び合わせれば，
（玉q1）・一（1一α）Q斐費／°’2＋1）一≒α
（坐）一β一・（μ＋β曹P　　　　　α）i毒響’＋1）－1皇α
を得る。これら2式の左辺をかけあわせれば1であるから，右辺も両者を乗じれば1となる。
したがってその式をμについて解いて（12）式の関係を利用して整理すれば，
10）水野勝之（1992）63ページ参照。
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・一（β＋1）姦一β （17）
を得る。これが，システムーワイド・アプローチを利用して得たCES型効用関数の同次性の次
数の計算式である。
VI．システムーワイド・アプローチ式の推定
　タイルは所得伸縮性の値を一〇，5とおいているので，ここではそれ以外のシステムーワイド・
アプローチ式（7）のパラメータ推定値を求める。11）その際推定するのは（7）式ではなく，
　　wldlnql＝θldlnQ＋πu　dlnp、＋π12dlnp2
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（18）
　　w2dlnq2＝θ2dlnQ＋π2、dlnpl＋π22dlnp2
である。ここで，
　　π11＝φ　（θ11－012）
　　π12＝φ　　（θ12一θ1θ2）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ag）
　　π21＝φ（θ21一θ2θ1）
　　π22＝φ　　（θ22一θ22）
である。ただし，
　　π11十π、2＝0
　　π21十n22＝0
である。これらの関係を用いれば，上式は，
　　wldlnq1＝θidlnQ＋πll（dlnpi－dlnp2）
　　w2dlnq2＝θ2dlnQ＋π21（dlnprdlnp2）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（20）
と書き換えられる。そしてこのうち下の式のパラメータは上式のパラメータ推定値より制約条
件によって求めることができる。よって推定に利用するのはこの上式だけである。
　ただここで注意すべきは，2財型モデルにおいて消費の需要を表す際，第2財は牛肉以外の
生鮮肉の消費支出とする。すなわちq、が牛肉需要量，Plが牛肉価格，　q2がそれ以外の生鮮肉
消費の合計，P2がその他生鮮肉価格指数である。
　これらをシステムーワイド・アプローチ式に利用する準備として表1及び表2を準備した。
　表1は，牛肉の数量，価格，金額を示してある。1976年から96年までのデータである。シス
テムーワイド・アプローチにこれらを利用できるように，まず牛肉のウエイトを計算した。
11）システムーワイド・アプローチ式の推定方法はH．Theil（1978）が詳しい。
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　　　　　　　　　　牛肉金額　　牛肉のウエイト＝　　　　　　　　　　生鮮肉金額
　それを表したものが表1の1番右の列である。この牛肉のウエイトをw1としよう。
　　w、：牛肉ウエイト
　そして，数量，価格の列の数値をq1，　P、とおく。
　　次に表2であるが，ここでは2財目をその他すべての肉と考える。ただし，すべての肉で
　　　　　　　　　　　　　　　表1　牛肉ウエイトの計算
牛肉数量 牛肉価格 牛肉金額 生鮮肉金額 牛肉ウエイト
1976 8045 267 21502 66518 0，323
1977 8390 273 22883 68731 0，333
1978 9315 276 25661 71145 0，361
1979 9425 285 26813 72094 0，372
1980 9153 309 28313 74840 0，378
1981 9410 310 29171 76409 0，382
1982 9854 314 30978 79220 0，391
1983 9687 314 30426 77683 0，392
1984 10050 312 31365 78693 0，399
1985 9818 319 31324 78321 0，400
1986 9912 321 31836 77530 0，411
1987 10424 318 33181 76399 0，434
1988 10763 316 33986 75006 0，453
1989 10728 321 34444 75481 0，456
1990 10816 329 35570 77198 0，461
1991 11347 324 36779 78549 0，468
1992 11437 316 36100 77919 0，463
1993 11767 290 34101 74142 0，460
1994 12245 269 32905 70602 0，466
1995 12335 263 32385 69471 0，466
1996 10938 269 29425 67127 0，438
資料「家計調査年報平成8年」総務庁統計局、1997。
＊数量は9
＊＊価格は100g当たり
1世帯当たり年間支出金額（円）
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の価格計算が難しいので，その他すべての肉の価格は，ブタ肉と鶏肉の価格を代表させること
にした。具体的には，これらの2つの価格の加重平均として計算するのである。すなわち，
　　　　　その他価格＝ブタ肉のウエイト×ブタ肉の価格＋鶏肉のウエイト×鶏肉の価格
として計算する。また，その他のウエイトは，1から牛肉のウエイトを引くことによって得ら
れる。（表2の右端の列）。
　　　　　その他のウエイト＝1一牛肉ウエイト
　　　　　　　　　　　　　　　　表2　その他価格の計算
ブタ肉金額 ブタ肉価格 鶏肉金額 鶏肉価格 その他肉価格 その他肉ウエイト
1976 28260 151 13115 111 138．3 0，677
1977 28469 146 13520 111 134．7 0，667
1978 28419 144 13276 102 130．6 0，639
1979 28017 138 13505 97 124．7 0，628
1980 28630 137 14375 99 124．3 0，622
1981 29116 147 14641 104 132．6 0，618
1982 29521 150 15111 103 134．0 0，609
1983 29202 153 14606 102 136．0 0，608
1984 28981 152 14794 102 135．1 0，601
1985 27296 148 14242 98 130．9 0，600
1986 26440 142 13791 95 125．9 0，589
1987 25000 137 13037 90 120．9 0，566
1988 23886 135 12230 87 118．7 0，547
1989 24048 136 12052 89 120．3 0，544
1990 24421 141 12221 94 125．3 0，539
1991 24136 143 12530 97 127．3 0，532
1992 24063 145 12487 97 128．6 0，537
1993 22922 139 11800 93 123．4 0，540
1994 21413 134 11212 91 119．2 0，534
1995 21175 132 11020 91 118．0 0，534
1996 21980 138 11322 93 122．7 0，562
（資料）表1と同じ
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　また，推定に必要な加工データも用意した。いま表1，2でかかげたデータをシステムーワ
イド・アプローチに必要な無限小変化型にあらためなければならない。
　　dlnxt≒lnxt－lnxt＿、
というように，対数値の今期と前期の差でdlnXtを近似するとしよう。この方法で
　　dln（牛肉数量），dln（その他肉数量）
　　dln（牛肉価格），dln（その他肉価格）
を計算した。
　これだけの準備を行うと，ディビジア数量指数を計算することができる。食肉のディビジァ
数量指数をDとしよう。それは次の式で計算される。
　dlnD＝widlnqi十w2dlnq2
ここで，
　w2：その他の肉のウエイト
（2D
である。この式によって計算されたディビジア数量指数が表3である（ディビジア指数Dの対
数の無限小変化形）。
　以上，システムーワイド・アプローチ式⑳の上式を推定するのに必要なデータがすべて整っ
た。1977年から96年までのこれらのデータを用いて最小2乗法により推定した結果が次のよ
うになる。
　　w、dlnq1＝0．7750　dlnQ－O．2022（dlnpi－dlnp2）　　　　　　　　　　　　　　　　　　（22）
　　　　　　（9．0085）　　　（－3．9257）
　　　　　　R2＝0．7967
表3　食肉のディビジア数量指数
ディビジア数量指数
1977 0．01555
1978 0．024321
1979 0．012961
1980 0．001853
1981 一〇．00729
1982 0．011498
1983 一〇．01151
1984 0．008829
1985 0．001869
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1986 0．003757
1987 0．006152
1988 一〇．00111
1989 一〇．004
1990 一〇．00544
1991 0．006261
1992 0．000276
1993 0．005132
1994 0．003133
1995 一〇．0005
1996 一〇．02673
したがってθ1＝0．7750，πll＝－O．2022である。
　　e，＝1一θ1
　　πll－一π12
　　π21＝π12＝一π22
よりシステムーワイド・アプローチ式全体のパラメータを示せば次のようになる。
??
π11 π12
0．7750 一〇．2022 0．2022
??
πセ1 π22
0．2250 0．2022 一〇．2022
　これらのパラメータ推定値を用いれば，φ＝－0．5及びag）式よりθ、1，θ12，θ21，θ22が計算でき
る。その結果は次の通りである。
θll θ12
0．5788 0．1962
θ21 θ22
0．1962 0．5788
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　ハラタッカー一一Houthakkerは，これらのパラメータθll，θ12，θ21，θ22を特定代替効果と呼
び，所得の限界効用の変化の影響を受けない一般代替効果と区別している。このθ12が負ならば
第1財と第2財は特定代替財，正ならば特定補完財である。ここでの分析は当該財と他の消費
との関係であるから上表のいずれの数字も当該財を除く消費との補完関係を表している。ここ
ではθ12が正であるので牛肉はその他の生鮮肉と特定代替関係にあるとはいえない。
VII．同次性の次数μの計算
　効用を（3）式で計算するにはそこに含まれるパラメータ値α，β及びμが必要となり，しかも
（17）式のようにμにはそのうちのβの値が必要となる。本節ではまずこのαとβの値を求める。
CES型効用関数には（1）式の関係が成立しているので対数化した（1）ノ式を最小2乗法で計算する
ことによりパラメータαとβの推定値を求めることができる。前述のように，q1を牛肉数量，
q2をその他肉数量，　P、を牛肉価格，　P2をその他肉の価格とすればその推定結果は次のように
なる。（1977－1996年までの表1と2データを用いる。）
　　　1一α　　ln　　　　＝－O．4053
　　　　α
　　一β一1＝0．0534
これらの結果から分配パラメータα，代替パラメータβを求めれば次の値となる。
　　α＝0．6000
　　β＝－1．0534
これらの値を用いて（17）式より同次性の次数μを計算することができる。前に得た結果より
θ12／θ1θ2＝1．1252であるから
　　μ＝0．9934
を得る。1次同次のμ＝1のケースよりもこの次数は小さいのでここで，考える効用関数は効用
が逓減的なものと考えられる。最後に，いままで得た計算結果から効用関数を記してみると次
のようになる。
　　u＝（0．6000qlLo534十〇．4000　q　2Lo534）o’9430　　　　　　　　　　　　　　　　　（23）
VIII．総効用の算出
　いま㈱式のように効用関数のすべてのパラメータが求まった。そこで次にそれを用いて効用
の値を計算してみよう。これまでと同様qlは牛肉消費量，q2はその他の肉の消費量である。そ
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の結果計算された総効用が表4左列である。これは原数値では見にくいので1980年を100．0と
して指数化した。それが表4右列である。また指数化総効用をグラフで表したのが図1である。
この図1をみると，まず80年まで食肉の効用が大きく伸びている。それまで稀少ともいえた牛
肉が生活水準の向上とともに手に入りやすくなったことを指す。図2の金額の推移をみれば明
らかなように，70年代後半には，牛肉が伸び続け，消費額の変わらないブタ肉，鶏肉と合わせ
て，食肉自体の消費額が伸びたことがこれを裏づけている。
　しかしながら，80年を過ぎると図2でみられるように，牛肉とブタ肉の消費額が逆転して，
他の肉に対しての牛肉の稀少性，つまり牛肉優位がなくなってきた。そのため，それまで伸び
てきた効用も80年以降は伸びることなく，安定的な推移となる。これは，牛肉の消費額が伸び
表4　総効用 1980年＝100
総効用 指数イヒ総効用
1977 17132．7 89．1
1978 17740．1 92．2
1979 18615．9 96．8
1980 19233．8 100．0
1981 19439．9 101．1
1982 18953．4 98．5
1983 19383．8 100．8
1984 18846．5 98．0
1985 19169．4 99．7
1986 19358．8 100．6
1987 19521．9 101．5
1988 19606．3 101．9
1989 19362．7 100．7
1990 19154．1 99．6
1991 18807．6 97．8
1992 18902．4 98．3
1993 18880．1 98．2
1994 19029．4 98．9
1995 19025．6 98．9
1996 18970．0 98．6
（587）
??1
1
0
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　　　　　　　　　　　　　図1　指数化効用
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た代わりに，ブタ肉の消費額が落ち込んだため，全体の効用水準が伸びなかったとみられる。
　1989年に牛肉の輸入自由化が合意され，91年から実施されたという事実に照らして効用の動
きをみてみると，逆に2ポイントほど総効用が落ち込んでいる。これは牛肉の価格が安くなり，
牛肉の稀少性もうすれてきたことから判断される。このことを図2でみてみよう。90年以降の
牛肉，ブタ肉，鶏肉の消費額の推移をみてみると，牛肉のみが落ち込んでいる。牛肉の消費数
量が増大しているのに金額が落ち込んでいるのは価格の下落のためである。しかし，それが反
映されて効用の上昇（ありがたみの増加）があらわれなくなってしまっている。
　このように，様々な変化の中でも食肉全体における効用は80年代，90年代と安定しているこ
とがわかった。かつてのように，牛肉のみが高嶺の花で，それを得ることから受けるありがた
みが次第にうすれてしまったことが言えるが，他方，数量拡大と価格下落が重なって効用は大
きく下がることがなかったのである。この意味で，日本の最近の食肉市場は安定していると結
論づけられる。
　　　　　　　　　　　　　IX．外的要素の効用への寄与
　次に，D．W．Diewert（1976）の理論を拡張させて一般化した水野（1991）（1992）の理論に
基づいて，「μ次同次のときの効用への外的要素寄与率」を計測してみよう。効用関数がμ次同
次のとき，効用へ影響を及ぼす，数量等以外の外的諸要因は次の式で計算される。
γ＝dlnu一μdlnQ （24
　このγが効用への外的要素寄与率である12）。もし効用関数が1次同次ならば右辺のμが1と
なる。
　食肉市場について特に関心がもたれるのに，牛肉輸入自由化以降である。そこで，ここでは
ウルグアイラウンドで牛肉の輸入自由化が合意された89年以降の効用への外的要素寄与率を
計算する。その結果が表5であり，それを図であらわしたものが図3である。
　牛肉輸入自由化が決定された89年からそれが実施された91年までは，効用への外的要素寄
与率がマイナスとなっており，91年は特にそれが一2％を越している。つまり，外的な出来事
がこの3年間は消費者の効用を押し下げたといえる。この当時の日本の食肉市場における問題
点，つまり生産者保護のために消費者は価格，質の点で十分納得できない肉を購入せざるをえ
なかったことが明らかになった形となった。効用への影響が改善されるのは輸入自由化が本格
化した92年以降である。序々に輸入されてくる肉の質も向上し，それが効用の伸びに結びつい
てきたからである。最近の外的要素寄与のプラスは，安くて質のよい食肉を消費できるように
12）水野勝之（1995）ではμ＝1のケースで計算している。
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なったことを表している。
　　　　　　　　　　　　　　表5　効用への外的要素寄与率
1989 一〇．00853
1990 一〇．00543
1991 一〇．0～447
1992 0．004753
1993 一〇．00628
1994 0．004768
1995 0．000297
1996 0．023633
図3　効用への外的要素寄与率
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0．02
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0
一〇．01
一〇．02
一〇．03
一〇．04
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X．結びにかえて
　ここでは，基数的効用を前提としての応用理論を紹介した。とくに序数的効用理論では成り
立ち得なかった効用への外的要素の寄与率の計測も，効用関数にμ次同次の関数を仮定するこ
とによりこれまでの槁稿よりもより一般化した理論を示すことができた。
　具体的には，食肉市場という個別市場で，効用の逓増・逓減の実証理論および外的要素寄与
の理論を実証することができた。日本の食肉市場では我々の効用が逓減していることがわかり，
1990年代に入って効用自体の大きさも低下していることが分析できた。また，効用への外的要
素寄与率も，効用の逓減を前提にして計測することに成功した。その結果意外にも，牛肉の輸
入自由化という出来事が食肉の効用全体にはマイナスにはたらいていたことがわかった。
　今回は，市場分析を食肉対象としたが，このようなCES型効用関数を用いれば，いずれの市
場においても，効用関数のμ次同次性を前提にして効用を計測することができ，そして効用へ
の外的要素寄与率も計測することができる。これは，第一にミクロ理論から出発したシステムー
ワイド・アプローチの特徴を効用が逓増・逓減で利用できる理論であるとみなしたことと，第
二にディーワートの理論と組み合わせることにより効用への外的要素計測を可能にしたことに
よる。今後は，効用の変化への外的要素の寄与が大きいといわれる情報産業等にこの理論が活
用できると考えている。ここでの理論の今後の応用はより興味深い結果をもたらしてくれるか
もしれない。
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